
現場代理人及び主任技術者の緩和措置に関するＱ＆Ａ

Ｑ１．仕様書に「現場代理人の兼務を認める」旨の記載がない工事を受注し、現場代理人を選任後、

「兼務を認める」旨の記載のある別工事を受注した場合、当該工事２件について兼務承認は受けられ

るのか。

Ａ１．「兼務を認める」旨の記載がない工事（業務）の現場代理人は専任とするため、兼務承認は受

けられません。

 なお、主任技術者の兼務についても同様ですが、「主任技術者の専任要件の緩和措置」実施前の工

事については、要件に合致し工事監督課の承認を受けることができれば兼務は可能です。

Ｑ２．既に３件の工事について現場代理人の兼務承認を受けていたが、その内１件の工事が完了した

ため、新たに別工事の承認は受けられるのか。

Ａ２．可能ですが、工事検査の対象となる工事については、当該工事検査が完了し、引き渡しを受け

た後の承認となります。

Ｑ３．仕様書に「現場代理人の兼務を認める」旨の記載がある工事Ａ及びＢを受注し、職員（ア）が

双方の主任技術者及び現場代理人について兼務承認を受けていたが、工事Ａが変更契約により増額と

なり、下請負代金額が４，０００万円を超えたことから、監理技術者の配置が必要となった。

 そのため、職員（ア）を工事Ａの監理技術者とした場合、現場代理人の兼務承認はどうなるのか。

Ａ３．現場代理人の兼務承認は取り消しとなります。

工事Ｂについては、別の職員を主任技術者及び現場代理人として配置する必要があります。

また、仮に職員（ア）が監理技術者の資格を持っておらず、工事Ａの監理技術者が出来ない場合は、

別な職員を工事Ａの監理技術者に配置することとなるため、職員（ア）の主任技術者の兼務を取り消

しすれば、引き続き職員（ア）による工事Ａ及びＢの現場代理人の兼務は可能です。 

Ｑ４．主任技術者の専任要件緩和措置の実施後、仕様書に「主任技術者の兼務を認める」旨の記載が

ない工事Ａ（「現場代理人は「兼務は認める」旨の記載あり）を受注し、職員（ア）に主任技術者と

現場代理人を兼務させているが、新たに「現場代理人の兼務を認める」旨の記載のある工事Ｂを受注

したため、職員（ア）が工事Ａ及びＢの現場代理人を兼務することは可能か。

Ａ４．工事Ａは「主任技術者は兼務を認める」旨の記載がないことから専任となるため、職員（ア）

による工事Ａ及びＢの現場代理人の兼務承認は受けられません。

ただし、職員（ア）の工事Ａの主任技術者と現場代理人の兼務を取り消しし、別な職員が工事Ａ及

びＢの現場代理人を兼務することは可能です。



■工事における兼務の事例
　（仕様書等に現場代理人及び主任技術者の兼務を認める記載があるケース）

【緩和措置実施前の場合】

【緩和措置実施後】

工事Ａ（土木工事・請負代金額 3,500万円）
工事Ｂ（土木工事・請負代金額 5,000万円） 　の場合

工事Ａ 工事Ｂ 工事Ａ 工事Ｂ

工事間の兼務不可
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「現場代理人の常駐義務
緩和措置」及び「主任技
術者の専任要件の緩和措
置」が適用されるため、
承認された場合、２件の
工事について現場代理人
及び主任技術者が兼務可
能となりました。

　各工事ごとの現場代理
人と主任技術者の兼務は
可能でしたが、各工事間
の兼務はできませんでし
た。
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※なお、次のような兼務も可能です。
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※　「主任技術者の専任要件の緩和措置」は、平成24年度に発注し、既に契約を締結してい
　る（当該緩和措置実施前の）工事についても、要件に合致し工事監督課で承認する場合に
　おいては対象となります。

①「現場代理人の常駐義
務緩和措置」により職員
アが工事Ａ及びＢの現場
代理人を兼務

②「主任技術者の専任要
件の緩和措置」により職
員イが工事Ａ及びＢの主
任技術者を兼務
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【変更契約による除外】

【兼務のパターン】
①職員アが監理技術者の資格を有している場合

　工事Ａは変更契約によ
り監理技術者が必要とな
るため、「主任技術者の
専任要件の緩和措置」の
対象外となります。

職員アが監理技術者の資
格を有している場合は、
工事Ａの監理技術者とし
て引き続き配置されるこ
ととなるため、工事Ｂに
新たに主任技術者と現場

　の場合

工事Ａ 工事Ｂ 工事Ａ

工事Ｂ（土木工事・請負代金額 3,500万円） 　　　　　　　　　　　　　　  
工事Ａ（土木工事・請負代金額 8,000万円・下請負代金額4,000万円に変更増）

　（監理技術者の専任が必要となった場合のケース）

■現場代理人及び主任技術者の兼務承認を請けていた工事の内、一方の工事において、変更契約
　により下請負代金額が4,000万円を超えた場合

工事Ｂ
監理技術者が
必要
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②職員アが監理技術者の資格を有していない場合

工事Ａの監理技術者として新たに職員イを配置し、現
場代理人と兼務させることも可能です。この場合は、
職員アの工事Ａ及びＢの主任技術者及び現場代理人の
兼務は取り消しとなり、工事Ｂの主任技術者と現場代
理人のみの兼務となります。

新たに主任技術者と現場
代理人（職員イ）を配置
することとなります。

工事Ａの監理技術者として新たに職員
イを配置する必要があります。
工事Ａ及びＢの現場代理人は引き続き
職員アによる兼務は可能です。
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■その他工事における兼務の事例

（緩和措置の適用を受けない工事との兼務事例）

※ 補足

【兼務のパターン】

工事Ｃ（土木工事・請負代金額  5,000万円）
工事Ｄ（土木工事・請負代金額 10,000万円） 　の場合

工事Ａ（土木工事・請負代金額  1,000万円）
工事Ｂ（土木工事・請負代金額  3,500万円）

　工事Ａの主任技術者は
「主任技術者の専任要件の
緩和措置」対象外工事（請
負代金額3,500万円未満）

　工事Ｄは監理技術者が必
要（下請負代金額が4,000万
円以上となる工事。「主任
技術者の専任要件の緩和措
置」対象外工事）

緩和措置に
よる主任技
術者の兼務
承認は２件

　工事Ａは請負代金額が3,500万円未満の
ため「主任技術者の専任要件の緩和措置」
に該当しない工事であり、専任である必要
がないことから、専任が必要で兼務を認め
られている工事Ｂ及びＣの主任技術者と兼
務することができます。
　また、全ての工事は現場代理人の兼務対
象工事のため、工事Ａ及びＢ並びにＣの３
件について現場代理人を兼務することがで
きます。
　工事Ｄについては、監理技術者が必要な
工事のため、「主任技術者の専任要件の緩
和措置」の対象外工事となり、監理技術者
と現場代理人の設置が必要となります（事
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（緩和措置の対象外工事との兼務事例）

※ 補足
　工事Ａは「主任技術者の専任要件の緩和措置」対象外工事（仕様書に記載なし）
　工事Ｂは「主任技術者の専任要件の緩和措置」対象工事
　どちらの工事も「現場代理人の常駐義務の緩和措置」対象工事

　工事Ａは主任技術者
の専任が必要な工事
（兼務を認めない）のた
め、兼務できないことか
ら、現場代理人のみ兼
務することができます。

工事Ａ（土木工事・請負代金額  3,500万円）
工事Ｂ（土木工事・請負代金額  4,000万円） 　の場合

と現場代理人の設置が必要となります（事
例では兼務としています）。
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